
議第２号議案  

子供の医療費助成制度の創設を求める意見書の提出

子供の医療費助成制度の創設を求め、関係行政機関等へ意見書を提出したいの

で、次のとおり提出する。  

令和４年９月 16日提出

健康福祉・医療委員会   

委員長  斉  藤  伸  一
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子供の医療費助成制度の創設を求める意見書  

 

 少子化が深刻となる中で、未来を担う子供たちの健やかな成長を支えるための

子育て支援は極めて重要である。  

 地方自治体においては様々な子育て支援施策に取り組んでいる が、中でも子供

の医療費助成は自治体ごとの制度であることから、対象年齢要件のほか所得制限

や一部負担金の有無もそれぞれ異なり、自治体間の格差や自治体間競争の要因と

なっている。  

 医療費助成は地方自治体が独自に始めた制度ではあるが、少子化社会における

子育て支援は我が国における喫緊の課題であることは言うまでもな い。厳しい財

政状況の中で、各々の地方自治体は地域の特性に応じた子育て支援施策を充実し

ているところである。  

 一方で、国においては来年４月に子供政策の司令塔である、こども家庭庁が発

足することとなっている。子供の医療費助成は、公的医療保険制度を補完する制

度として国として進める優先課題と考える。  

 よって、国におかれては、全国一律の子供の医療費助成制度を創設することを

強く要望する。  

 ここに横浜市会は、全会一致をもって、地方自治法第 99条の規定により意見書

を提出する。  
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